
キノピー

納
税
は
期
限
内
に

　
納
税
資
金
の
準
備
を
し
ま
し
ょ

う
。

　
税
務
関
係
団
体
連
絡
協
議
会
は
、

期
限
内
納
税
と
納
税
資
金
の
積
み

立
て
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

各
種
説
明
会
を
行
い
ま
す

　
桐
生
税
務
署
で
は
、
源
泉
徴
収

義
務
者
を
対
象
と
し
た
「
年
末
調

整
説
明
会
」
、
法
人
・
個
人
事
業

者
を
対
象
と
し
た
「
消
費
税
軽
減

税
率
説
明
会
」
、
個
人
を
対
象
と

し
た
「
決
算
説
明
会
」
お
よ
び
個

人
の
課
税
事
業
者
を
対
象
と
し
た

「
消
費
税
説
明
会
」
を
開
催
し
ま

す
。

　
「
決
算
説
明
会
」
お
よ
び
「
消

費
税
説
明
会
」
で
は
、
消
費
税
の

軽
減
税
率
に
つ
い
て
の
説
明
も
行

い
ま
す
。

　
申
し
込
み
は
不
要
で
す
。
当
日

直
接
会
場
へ
お
越
し
く
だ
さ
い
。

年
末
調
整
説
明
会

＞

源
泉
徴
収
義
務
者

＜
期
日
＝
11
月
14
日
（
水
）

時
間
＝
午
後
１
時
～
３
時

場
所
＝
市
民
文
化
会
館
４
階
ス
カ

イ
ホ
ー
ル

消
費
税
軽
減
税
率
説
明
会

＞

法
人
・
個
人
事
業
者

＜

期
日
＝
11
月
14
日
（
水
）

時
間
＝
午
後
３
時
10
分
～
４
時
10

分場
所
＝
市
民
文
化
会
館
４
階
ス
カ

イ
ホ
ー
ル

決
算
説
明
会

＞

事
業
所
得
者
・
不
動
産
所
得
者

＜

期
日
＝
12
月
12
日
（
水
）

時
間
＝
午
後
１
時
30
分
～
４
時

場
所
＝
市
民
文
化
会
館
４
階
ス
カ

イ
ホ
ー
ル

＞

農
業
所
得
者

＜

期
日
＝
12
月
18
日
（
火
）

時
間
＝
午
後
３
時
～
５
時

場
所
＝
Ｊ
Ａ
に
っ
た
み
ど
り
本
店

２
階
会
議
室

消
費
税
説
明
会

＞

個
人
事
業
者

＜

期
日
＝
12
月
13
日
（
木
）

時
間
＝
午
後
１
時
30
分
～
４
時

場
所
＝
市
民
文
化
会
館
４
階
ス
カ

イ
ホ
ー
ル

税
務
関
係
書
類
に
は

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
記
載
が

必
要
で
す

　
申
告
書
な
ど
の
税
務
関
係
書
類

に
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
（
個
人
番

号
）
の
記
載
が
必
要
で
す
。
ま
た
、

書
類
の
提
出
の
際
に
は
、
本
人
確

認
書
類
の
提
示
ま
た
は
写
し
の
添

付
が
必
要
で
す
の
で
、
忘
れ
ず
に

ご
準
備
く
だ
さ
い
。

ｅイ
ー
タ
ッ
ク
ス

‐
Ｔ
ａ
ｘ
の
利
用
手
続
き

が
よ
り
便
利
に
な
り
ま
す

　
平
成
31
年
１
月
か
ら
は
、
従
来

の
カ
ー
ド
を
使
用
す
る
方
式
に
加

え
、
Ｉ
Ｄ
・
パ
ス
ワ
ー
ド
を
使
用

す
る
方
式
が
利
用
で
き
る
よ
う
に

な
り
ま
す
。
こ
の
方
法
に
よ
り
、

電
子
署
名
と
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
リ
ー
ダ

ラ
イ
タ
を
持
っ
て
い
な
い
人
も
、

ｅ
‐
Ｔ
ａ
ｘ
で
確
定
申
告
が
で
き

ま
す
。

　
こ
の
Ｉ
Ｄ
・
パ
ス
ワ
ー
ド
方
式

を
利
用
す
る
に
は
、
事
前
に
利
用

開
始
の
届
け
出
が
必
要
で
す
。

　
運
転
免
許
証
な
ど
の
本
人
確
認

書
類
と
利
用
者
識
別
番
号
の
分
か

る
書
類
（
初
め
て
ｅ
‐
Ｔ
ａ
ｘ
を

利
用
す
る
人
は
不
要
）
を
持
参
の

う
え
、
税
務
署
に
お
越
し
く
だ
さ

い
。

　
ま
た
、
今
年
は
決
算
説
明
会
の

会
場
で
、
Ｉ
Ｄ
・
パ
ス
ワ
ー
ド
方

式
の
利
用
開
始
の
届
け
出
を
受
け

年
末
調
整
や
確
定
申
告
に
向
け
た
ご
準
備
を

問
い
合
わ
せ
は
、
桐
生
税
務
署
（
☎
22
３
１
２
１
自
動
音
声
に
従
い
「
２
」
を
選
択
）
へ
。

付
け
ま
す
の
で
、
こ
の
機
会
に
ぜ

ひ
、
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

6

　毎年11月11日から17日までは、「税を考える週間」です。
　期間中の活動や国税に関する情報は、国税庁ホームページ
（http://www.nta.go.jp）をご覧ください。

　関東信越税理士会が、「税を考える週間」に合わせて行います。
複雑な相談や税務申告書の作成などは有料となる場合もあります。
期日＝11月12日（月）
時間＝午前10時～午後４時
場所＝市内の税理士事務所※事前に電話してください。
　問い合わせは、関東信越税理士会桐生支部（☎52‐2677）へ。

税を考える週間

税に関する無料相談

広報きりゅう平成30年11月号



　
国
民
年
金
保
険
料
は
、
所
得
税

お
よ
び
住
民
税
の
申
告
に
お
い
て
、

社
会
保
険
料
の
控
除
の
対
象
に
な

り
ま
す
。

　
１
月
１
日
か
ら
12
月
31
日
ま
で

に
納
付
し
た
保
険
料
全
額
の
ほ
か
、

過
去
の
年
度
分
や
追
納
し
た
保
険

料
も
含
ま
れ
ま
す
。

　
平
成
30
年
中
に
納
付
し
た
国
民

年
金
保
険
料
に
つ
い
て
、
社
会
保

険
料
控
除
を
受
け
る
た
め
に
は
、

年
末
調
整
や
確
定
申
告
を
行
う
と

き
に
、
領
収
書
な
ど
保
険
料
を
支

払
っ
た
こ
と
を
証
明
す
る
書
類
の

添
付
が
必
要
で
す
。　

 

　
１
月
１
日
か
ら
10
月
１
日
ま
で

に
国
民
年
金
保
険
料
を
納
め
た
人

に
は
、
11
月
上
旬
に
日
本
年
金
機

構
か
ら
国
民
年
金
保
険
料
の
納
付

額
を
証
明
す
る
「
社
会
保
険
料

（
国
民
年
金
保
険
料
）
控
除
証
明

書
」
が
郵
送
さ
れ
ま
す
。

　
10
月
２
日
か
ら
12
月
31
日
ま
で

に
、
今
年
初
め
て
国
民
年
金
保
険

料
を
納
め
た
人
に
対
す
る
証
明
書

は
、
翌
年
の
２
月
上
旬
に
郵
送
さ

れ
ま
す
。

　
申
告
書
の
提
出
の
際
に
は
、
必

ず
こ
の
証
明
書
ま
た
は
領
収
書
を

添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

　
問
い
合
わ
せ
は
、
市
民
課
年
金

係（
☎
内
線
２
７
３
）ま
た
は
桐
生

年
金
事
務
所（
☎
44
２
３
１
１
）へ
。

配偶者の合計所得金額
納税義務者（扶養する人）の合計所得金額

900万円
以下

900万円超
950万円以下

950万円超
1,000万円以下

1,000万円
超

配偶者
控除

38万円以下（70歳未満） 33万円 22万円 11万円 ‐
38万円以下（70歳以上） 38万円 26万円 13万円 ‐

配偶者
特別控除

38万円超90万円以下 33万円 22万円 11万円 ‐
90万円超95万円以下 31万円 21万円 11万円 ‐
95万円超100万円以下 26万円 18万円 9万円 ‐
100万円超105万円以下 21万円 14万円 7万円 ‐
105万円超110万円以下 16万円 11万円 6万円 ‐
110万円超115万円以下 11万円 8万円 4万円 ‐
115万円超120万円以下 6万円 4万円 2万円 ‐
120万円超123万円以下 3万円 2万円 1万円 ‐
123万円超 ‐ ‐ ‐ ‐

配偶者控除・配偶者特別控除が変わります

　今回の見直しの適用により、
合計所得金額が1,000万円を超
える納税義務者（扶養する人）
は、配偶者控除の適用を受ける
ことができなくなります。
　右表のとおり、配偶者控除の
対象となる配偶者の合計所得金
額は、変更なく38万円以下で
す。
　合計所得金額が1,000万円以
下の納税義務者について、配偶
者の合計所得金額が38万円超
123万円以下のとき、配偶者特
別控除の適用を受けられます。

　配偶者控除・配偶者特別控除が見直され、平成31年度の市民税・県民税から適用されます。
　問い合わせは、税務課市民税担当（☎内線226・227・228）へ。

所得金額に対する控除額一覧

　固定資産税は、毎年１月１日を基準日として課
税します。
　平成30年中に建物の全部か一部を取り壊した
ときは、滅失届を提出してください。12月31日
までに取り壊した建物には、翌年度から固定資産
税が課税されません。
　また、店舗や工場などから住宅に利用状況が変
わった場合などは、固定資産税の算定方法が変わ
ることがありますので届け出てください。
　問い合わせは、税務課家屋担当（☎内線232・
233）へ。

年
末
調
整
・
確
定
申
告
に
必
要
で
す

社
会
保
険
料
（
国
民
年
金
保
険
料
）
控
除

証
明
書
は
大
切
に
保
管
を

　平成32年４月１日以後に開始する事業年度か
ら、大法人（資本金が１億円超の法人など）が行
う法人市民税の申告は、ｅ

エ ル タ ッ ク ス
ＬＴＡＸによる提出が

義務化されます。
　詳しくは、ｅＬＴＡＸホームページ（http://
www.eltax.jp/）をご覧ください。
　問い合わせは、税務課諸税担当（☎内線223）へ。
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大法人の電子申告が
義務化されます

建物を取り壊したら
必ず届け出を

桐生市役所　　☎0277‐46‐1111


